別記
工事費内訳書の提出について

発注課　　　土木部都市局住宅課　　　

[bookmark: _Hlk232423772]工事番号及び　　０８国補住建　第０８-１１-６０４-０-００１号　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　
工事名　　　東山アパート１号棟長寿命化工事

この入札においては，入札に際し，入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書の提出を求めます。


· 工事費内訳書の提出のない者のした入札は，無効とします。

· 工事費内訳書は，別紙の作成例に準じて作成してください（様式は任意とする）。

· 工事費内訳書は，返却しません。また，提出された工事費内訳書の引換え，変更又は取消しは認めません。

· 工事費内訳書の提出は，契約上の権利義務を生じるものではありません。

· 談合があると疑うに足りる事実があると判断される場合には，提出された工事費内訳書を公正取引委員会等に提出します。

（１／２面）工事費内訳書作成例
作成日：令和　　年　　月　　日
工　事　費　内　訳　書
（工事番号）08国補住建　第08-11-604-0-001号　　　　　　（工事名称）　 東山アパート１号棟長寿命化工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（商号又は名称）　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　

	工事区分･工種･種別･細別･規格
	数 　量
	単 位
	金　　　　　　 額
	摘 　要

	Ⅰ　直接工事費
	
	
	
	

	建築工事
	
	
	
	

	１号棟
	
	
	
	

	　　1．直接仮設
	1
	　　式
	
	

	　　2．防水
	1
	   式
	
	

	　　3．屋根及びとい
	1
	式
	
	

	　　4．外壁改修
	1
	式
	
	

	　　5．金属
	1
	式
	
	

	　　6．塗装　
	1
	式
	
	

	　　7．ユニット及びその他
	1
	式
	
	

	　　8．撤去
	1
	　  式
	
	

	
	
	
	
	

	　自転車置場
	
	
	
	

	　　1．直接仮設
	     1
	   式
	
	

	　　2．塗装
	     1
	　  式
	
	

	
	
	
	
	

	　発生材処理
	
	
	
	

	　　発生材処理
	1
	式
	
	

	
	
	
	
	

	　　　Ⅰ 直接工事費計
	
	　
	
	

	
	
	
	
	

	Ⅱ 共通費
	
	
	
	

	Ａ 共通仮設費
	１
	式
	
	

	Ｂ 現場管理費　
	１
	式
	
	

	Ｃ 一般管理費等（契約保証費含）
	１
	式
	
	

	　　　Ⅱ　共通費計
	
	
	
	

	　　　
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	



（直接工事費のうち、材料費 〇〇〇円）
（直接工事費のうち、労務費 〇〇〇円）
（工事原価のうち、現場労働者の法定福利費の事業主負担額 〇〇〇円）
（現場管理費のうち、建設業退職金共済契約に係る掛金 〇〇〇円）
（工事原価のうち、安全衛生経費 〇〇〇円）
※作成にあたっては，次頁「工事費内訳書作成に関する注意事項」に留意すること。



（２／２面）

「工事費内訳書作成に関する注意事項」


１ 工事費内訳書は、入札（見積）書（茨城県建設工事執行規則第５条第１項関係様式第１号）に記載する見積金額の内訳を記載するものであり、適切な原価計算に基づき積算した結果を記載するものとする。

２ Ａ４版（縦使い又は、横使いいずれでも可）とする。また、複数枚になってもよい。

３ 工事費内訳書は、作成日、工事番号、工事名称、商号・代表者名（印）を記した表紙を別葉とすることができる。
ただし、閲覧用図書の工事概要書（写しを含む。）あるいは、見積書を表紙として使用してはならない。

４ 代表者印については、電子システムにより提出する場合は、その押印を要しない。

５ 最下欄の見積価格は、入札（見積）書の見積金額と一致していること。

６ 内訳は、各工事の閲覧用図書に参考資料として添付されている本工事費内訳書の細別・規格程度まで記載することを目安とする。
（閲覧用図書の工事数量総括（内訳表）（種別及び数量の一式レベル）よりも詳細な内訳であることに十分留意すること。（ただし、閲覧用図書の工事費内訳書の数量欄が一式表示である場合は、この限りでない。））

７ 当該工事の閲覧用図書の参考資料として添付されている本工事費内訳書を利用して単価、金額欄を記入したものを添付してもよい。
この場合、工事価格欄の摘要欄に、「見積価格（入札書の見積金額）」と記入するものとする。
なお、見積価格は、消費税相当額を含まない額とすること。

８ 工事費内訳書は、積算の内訳を明らかにするものであることから端数処理の場合を除いて、「値引き」や「割引」など理由のない減額項目を記載しないこと。

９ 工事費内訳書に、材料費、労務費、現場労働者に関する法定福利費（労災保険料、雇用保険料、健康保険料、厚生年金保険料の法定の事業主負担額）、安全衛生経費（労働安全衛生法令等に基づく労働災害防止対策に必要な経費）及び建退共掛金を必ず記載すること。

10 工事費内訳書の記載に不備等があったときは、説明を求める場合がある。


